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第 2章 調査に関する資料 
第 1 節 滋賀の地質 

 滋賀県の地質として、「大阪層群 市原実 編著、創元社」より抜粋 
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図 12.1 古琵琶湖層群の地質概略図（Kawabe,1989 の図を一部改変） 
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   図 12.2 古琵琶湖層群の層序列 
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図 12.3 琵琶湖湖底の地形学的図（小谷，1971；市原，1982；植村，1987 を一部改変） 
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一連の急傾斜地 一連の急傾斜地

H

B

第 2節 急傾斜地崩壊危険箇所点検調査 

 「急傾斜地崩壊危険箇所点等点検要領 平成１１年 建設省河川局砂防部傾斜地保全課」をより抜

粋 

 

1．目的および一般的留意事項 

危険箇所点検調査は、前の資料調査をもとに現地踏査を実施して対象斜面の特性を

整理し、崩壊危険度を把握するために行う。                   

 

解 説 

原則として5年ごとに全国一斉に実施されている。また、この調査は1／5、000～1／2、500地形図

を用い、地形や地質情報あるいは崩壊に関する情報を調査表として整理するもので、対象斜面の概況、

危険度、崩壊位置や形態などが明らかになるため、本調査計画の立案にとって貴重な基礎資料となる。 

 

2．調査の概要 

調査は、建設省の「急傾斜地崩壊危険箇所点検要領」（平成11年）にしたがって実

施するものである。 

 

解 説 

(1) 調査対象 

傾斜度30°以上、高さ5m以上の急傾斜地（人工斜面を含むすべての急傾斜地）で想定被害区域内

に人家5戸以上（5戸未満であっても官公署、学校、病院、駅、旅館などのほか社会福祉施設などの

災害時要援護者関連施設のある場合を含む）ある場合はすべて急傾斜地崩壊危険箇所として調査の

対象とする。 

人家5戸以上とは、一連の急傾斜地の人家密集地区で5戸以上あるものをいう。 

一般に2万5千分の1相当の地形図で、図2-1のように直線を引いた線H＞Bの箇所は渓流とみなし、

一連の急傾斜地とは見なさない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、人家が50m以上互いに離れている場合は人家密集地区とはいわず、急傾斜地崩壊危険箇所

も別の箇所として扱う（図 2-1参照）。 

図 2-1 一連の急傾斜地の考え方 
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(2) 調査方法 

次に示す手順により、急傾斜地崩壊危険箇所の調査を行う。 

1)急傾斜地崩壊危険箇所を抽出する。 

2)急傾斜地崩壊危険箇所を自然斜面と人工斜面に分類する。 

3)個々の急傾斜地崩壊危険箇所において調査対象斜面を選定する。 

4)調査対象斜面において調査項目を調査し、次の区分に従って自然斜面と人工斜面別に調査表に記

入する。 

①自然斜面……自然力により形成された斜面。ただし、過去に人工の手を加えたものであっ

てもその後自然の力により変形などが加わり自然斜面と見分けがつかないも

のを含む。 

②人工斜面……切土、盛土、構造物の設置など人工の手が加わっている斜面。ただし、急傾

斜地崩壊防止工事、砂防工事、治山工事などを実施したものは自然斜面とす

る。 

 

3．調査内容 

調査は以下に示す項目について実施し、表2-2-15としてとりまとめる。 

 

解 説 

(1) 地形に関する調査項目 

1)傾斜度 

のり尻から自然傾斜変換点を結んだ線

が水平となす角度とし、その値を記入す

る(図 2-3 参照)。 

2)高さ 

崩壊の発生が予想される高さとし、その値

を記入する。高さについては現地調査により、

地形、地質および付近で発生した崩壊あるい

は崩壊跡の地形などを勘案して想定する。 

傾斜度あるいは、高さにおいて決めが

たい場合は次の例を参考にされたい(図

2-3 参照)。 

図 2-2 一連の急傾斜地の考え方 

（自然がけ） 

（人工がけ） 

高
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自然傾斜変換点 20ﾟ以下

傾斜度
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(2Ｈ～3Ｈあるいは50ｍ以内)
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θB

θC

θA
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B

20ﾟ以下

ＨA

自然傾斜変換点

ＨC

ＨB

図 2-3 傾斜度・高さ 
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・ B＞2.5Hl  

○A 、○B斜面をそれぞれ別の斜面と

して取り扱う。 

・ B2.5H≦l  

ｱ) θc≧30° 

○A 、○B斜面を 1つとして取り扱う。（○A、○B斜面がけ高 Hc、傾斜度θc） 

ｲ) θc＜30° 

○A、○B斜面をそれぞれ別の斜面として取り扱う。 

 

3)斜面方位 

斜面に対して、背を向けた場合の視線方向を意味する。 

本調査においては北・北東・東・南東・南・南西・西・ 

北西の8方位とし、該当する方位の場合を記入する。 

（図2-4、表2-1参照） 

なお、複数の情報がある場合には、南向き斜面に近い 

方位の番号を記入する。 

 

 

 

 

 

4)斜面形状 

本調査における斜面形状は横断形状（直線

型、尾根型、谷型）と縦断形状（凸型斜面、

直線斜面、凹型斜面）から図2-5に示す9種類

の分類とし、該当する斜面形状の番号を記入

する。 

なお、調査斜面において、形状が複雑で選

定が難しい場面には、斜面の状況から概略を

判断し斜面形状を選定する。 

 

5)横断形状 

調査する自然斜面において、図2-6に示す5

種類の分類とし、該当する番号を記入する。 

 

 

 

 

 

 

表 2-1 斜面方位 

図 2-4 斜面方位 

図 2-5 斜面形状の考え方 
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1  オーバーハングがある 2  斜面上部に凹凸がある

3  斜面全体に凹凸がある 4  斜面下部に凹凸がある 5  平坦な斜面である

Ａ～Ａ断面 Ｂ～Ｂ断面 Ｃ～Ｃ断面

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

遷急線が非常に明瞭 遷急線が明瞭 遷急線が不明瞭分類説明

1 2 3番　 号

形状図
断面図

平面図

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6)遷急線 

達急線とは、斜面上方から見

て勾配が緩から急に変わる点

を結んだ線である。本調査では

遷急線の明瞭さを表2-2に示す

3種類とし、該当する遷急線の

番号を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地質、土質に関する調査項目 

1)地表の状況 

地表の状況とは、亀裂、風化などの斜面上の状況および斜面を構成している地質・土質の種類を

意味するもので、表2-2-3に示す5種類とし、現地調査により該当する番号を記入する。 

ここで、転石、浮石とは、地表からはみ出しているものとする。該当するものが2つ以上ある場

合には、若い番号を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 横断形状の種類 

表 2-2 遷急線の分類 

表 2-3 地表の状況 
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2)表土の厚さ 

表土とは、表面の腐食土、有機質土、風化土をさす。ただし、表土下に非常にルーズな崩積土な

どが出ればそれも含めた厚さとし、その全体の値を記入する。 

なお、調査斜面において表土の厚さの確認が困難な場合には、地形・地質が同様な周辺斜面の情

報を参考に推定し、その厚さの値を記入する。 

 

3)地盤の状況 

地盤の状況とは、斜面を構成している地質、土質、岩質の種類を意味するものであり、分類とし

て以下に示す6タイプとし、地質図および現地調査により該当する地質、土質、岩質の番号を記入

する（表2-4参照）。 

また、参考にそれらの崩壊形態を図2-7に示す。 

a）崩積土 b）火山砕屑物（しらす、ローム等） 

C）強風化岩（まさ等）d）段丘堆積物 e）炊岩 f）硬岩 

 

 

 

 

4)岩盤の亀裂 

岩盤の亀裂の状況を本調査においては岩盤の亀裂の間隔で表現し、分類として以下に示す4タイ

プとし、該当する番号を記入する（表2-5参照）。 

なお、調査斜面において確認が困難な場合には、地形地質が同様な周辺斜面の情報を参考に推定

する。 

 

 

 

 

 

5)斜面と不連続面の傾斜関係 

斜面と不連続面の傾斜関係を意味するものであり、分類として図2-8に示す7タイプとし、該当す

るタイプの番号を記入する。 

なお、不連続面とは、層理面、節理面、断層面、亀裂などを意味する。調査斜面において確認が

困難な場合には、地形地質が同様な周辺斜面の情報を参考に推定する。また、不連続面のない地層

については、Gタイプの番号を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-4 地盤の状況 

表 2-5 岩盤の亀裂 
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図 2-7(1) 地盤の状況 

　風，雨，地震力などにより発生する。表土の下層が侵
食または人工により，えぐられ，表土が張り出した状態
になっている部分が崩壊する。

　表土のみが滑落するもので，すべり面は表土と下層（同
時にすべらないものとする）との境にある。崩壊で最も例
が多い。

　比較的例の少ないもので，
地すべりの末端部などにとき
どき見られる。

　しらすの崩落が最も特徴的であるが，

　例が非常に少ないが，
シルト分を多く含んだ
地層の周辺に湧水のあ
る場合に発生すること
がある。

ロームでも砂質の層をはさむ場合は同様
の現象が見られる。特に地震に対して弱い。
　しらす，ロームでも一般に下部に湧水
があり，その侵食によってえぐられるの
が原因である。また，流水によって下部
が侵食されている場合もある。 が崩落する。

侵食が進み，残った岩礫
　岩礫以外の部分の風化，

であることが多い。一般にがけ面全体が
一度にすべることが多い。がけ下には湧
水を見ることが多い。

礫岩，片岩など）
岩（頁岩，砂岩，
層理を有する堆積
ができる。下盤は
すべりと見ること
るもので小型の地
境界面としてすべ
は，その風化帯を
盤である岩盤また
　崩壊土がその下

み層）を見つけたら，その粒度，色調，そ
の箇所での湧水状況を記載するとよい。

　崩積土中の不連続面
ですべるもの

　崩積土がその生成の
過程において粒度が異
なったり，火山灰をは
さんだり，有機質土を
はさんでおり，これを
境界面としてすべるも
のである。

らかの不連続面（はさ
これらがけ面内になん
　現地調査においては，

　しらす，ロームとも滑落は一般に全体が均質
でなくて，砂質の湧水，透水層があるか，また
は，固結したシルト層などの相対的な不透水層
がある場合に見られる。
　降雨により，不透水層の上にあるしらすまた
はローム中のパイピングや間隙水圧が上昇して
すべりを誘発する。

　礫層以外の浸食が進み残っ
たレキが崩落する。

るので，この滞水層で地下水
をのみ切れない場合にはすべ
りを起こす。
　地形的には，水を集めやす
い所に発生しやすい。

　円礫層が滞水層になってい （注）土石流堆積物の崩壊は，
崩壊土または段丘堆積物
とほぼ同じに取扱える。
　土石流堆積物は問題と
なるようながけ面を形成
することが比較的少ない。

1－(1)　表　土　の　崩　落 1－(2)　表　土　の　滑　落

2－(1)　崩積土の崩落 2－(2)　崩　積　土　の　滑　落

2－(2)－ａ　基盤の境 2－(2)－ｂ　不連続面

3－(1)　火　山　砕　屑　物　の　崩　落

3－(1)－ａ　しらす，ローム
3－(1)－ｂ　風化集塊岩，

しらす，ローム　　　　　凝灰角礫岩等

4－(1)　段丘堆積物の崩落

4－(1)－ａ　不透水層 4－(1)－ｂ　礫の抜け出し

4－(2)　段　丘　堆　積　物　の　滑　落

表

土

崩

壊

土

火

山

砕

屑

物

段

丘

堆

積

物

表土

崩積土

湧水

しらすまたはローム

湧水

この箇所は湧水
で洗い流されえ
ぐられているこ
とが多い。

砂
層

しらすまたはローム

固結したシルト層

表土

湧水

段
丘

シルト層

砂層

レキ層

粘土層

岩（風化岩を含む），
火山砕屑物，火山放出
物（ローム，まさ，し
らすなど），崩積土，
段丘堆積物など。

表土

湧水

表土

火山灰，
有機質土
など
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5－(1)　強 風 化 岩 の 崩 落 5－(2)　強　風　化　岩　の　滑　落

5－(2)－ａ　ま　さ 5－(2)－ｂ　温泉余土

6－(1)　岩（Ⅰ）の 崩 落 6－(2)　岩 （Ⅰ） の　滑　落

6－(1)－ａ　ブロック状 6－(1)－ｂ　互　層 6－(2)－ａ　境界面 6－(2)－ｂ　断層，割れ目

6－(1)　岩 （Ⅰ） の　崩　落 6－(2)　岩 （Ⅰ） の　滑　落

6－(1)－ｃ　下部が弱い 6－(1)－ｄ　溶岩 6－(2)－ｃ　礫岩，集塊岩

7－(1)－ａ　互　　層 7－(1)－ｂ　第三紀層 7－(2)－ａ　頁岩，層理面

7－(1)　岩 （Ⅰ） の　崩　落 7－(2)　岩 （Ⅰ） の　滑　落

強

風

化

岩

岩

( 
 
) 
( 
  
 
  
 )

Ⅰ

硬

岩

岩

( 
 )
 
( 
  
  
 
 )

Ⅰ

硬

岩

岩

( 
 )Ⅱ

まさまたは温泉余土

流水によりえぐられた箇所

　例が非常に少ないが，がけの下部が流水によ
って侵食された場合に見られる。

崗岩との境界面ですべるもの
で，その厚さは厚くて 2ｍ以
下である。

強風化花崗岩が弱風化した花
　まさの滑落は，砂層化した

　温泉変質地帯では熱水，熱気およ
び温泉の作用によって，安山岩，集
塊岩などが変質を受け全体に軟弱化
しており，このうちでも特にある流
理または層理に沿って粘土化（温泉
余土）しているとこの層沿いに滑落
する。

だとき，ブロックの崩落(落石)が
生じる。地震時にはよく起こる。

　降雨，凍結などで割れ目が緩ん
上層が残されているも
の。

き，下層が侵食に弱く，
　互層になっていると

水性の異なる互層に多
い。

せなど，特に強度，透
　砂岩と頁岩の組合わ

素で，これらの組合わせによっ
て種々のすべり面ができる。

の方向性，密度，状態が主な要
　断層，割れ目（節理，亀裂）

が侵食に弱く，上部が残
っているもの。

　同一の地層でも，下部
状節理）面から剥落する。火山地帯
の河岸や海岸で見かける。

いがけとなっており，その節理（柱
どで発生することが多く，非常に高
　溶岩（特に安山岩質）の末端部な

　礫岩，集塊岩で，礫と粘土，石灰岩，火山灰など
の膠結部の境界沿いに滑落するもの。

食に強い層が残り，それが崩
落する。

　互層になっているとき，侵
発生し，これを境にして
崩落する。

ラックが表面に平行して
以内）表面乾燥によるク
　表面近くに（普通30cm

　第三紀層の頁岩は非常に風
化しやすい。層理面から風化
が進むことが多く，層理沿い
にすべることになる。下部に
砂岩などの透水性の高い地層
があるときは，この傾向が助
長される。

流され，えぐられている場
合などによく見られる。

度が低く湧水によって洗い
　新第三紀層で砂岩の固結

まさ

弱風化した

花崗岩

新鮮な花崗岩

流理または層理に沿っ

安山岩，集塊岩など，全体に変質

を受け二次鉱物ができている。

て特に著しく変質し，

いわゆる温泉余土にな

っている。

ほとんどすべての岩石
について見られるが，

わが国では花崗岩，石

英班岩，石英粗面岩，

閃緑岩，分岩，安山岩，
礫岩，集塊岩などの場

合が多い。

集塊岩，礫岩，
砂岩，頁岩，

安山岩(落岩)

など

固結度の低い

凝灰岩など

砂岩

砂岩
頁岩

頁岩

断層

溶岩

レキ層など

砂岩

頁岩

湧水

湧水

頁岩

固結度の

低い砂岩

固結度の

低い砂岩

断層などがこの

ような状態にあ
れば特に崩落し

やすい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-7(2) 地盤の状況 
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1　 Ａタイプ

5　 Ｅタイプ 6　 Ｆタイプ

2　 Ｂタイプ 3　 Ｃタイプ

7　 Ｇタイプ

4　 Ｄタイプ

45ﾟ

45ﾟ

水平

45ﾟ以上

地表面

45ﾟ以上

不連続面

水平

45ﾟ

水平

45ﾟ以上

地表面

水平

45ﾟ 45ﾟ以上

不連続面

45ﾟ

水平

水平

不連続面
45ﾟ以上

地表面

水平

不連続面

地表面
垂直

地表面

垂直

水平

不連続面

水平

地表面

水平
垂直

水平

不連続面

地表面

水平

不連続面

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6)断層破砕帯 

調査する斜面において、明瞭な断層破砕帯の有無を意味し、該当する番号を記入する（表2-2-6

参照）。 

なお、調査斜面において確認が困難な場合には、地質図および周辺斜面の情報を参考に推定する。 

 

 

 

 (3) 環境要因に関する調査 

1)植生の種類 

調査斜面における地被物の種類について、植生がない（裸地）、草地、竹林、針葉樹、広葉樹、

針広混交の分類とし、その構成率が最も高い地被物の番号を記入する（表2-2-7参照）。 

 

 

 

 

2)樹木の樹齢 

調査斜面における樹木の平均的な樹齢を推定し、以下の分類に従い、該当する樹齢の番号を記入

する（表2-8参照）。 

なお、裸地、草地、竹林の場合には、番号1を記入する。 

 

 

3)伐採根の状況 

調査斜面における伐採根の有無について、該当する番号を記入する（表2-9参照）。 

 

図 2-8 斜面と不連続との傾斜の関係 

表 2-6 断層破砕帯 

表 2-7 植生の種類 

表 2-8 樹木の樹齢 
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下部 中部 上部 全体

斜面

斜面崩壊部

 

 

4)調査斜面および隣接斜面の崩壊履歴の状況 

調査斜面および隣接斜面において、過去に発生した崩壊の時期および斜面上の位置について、該

当する番号を記入する。 

なお、ここで示す古い崩壊とは、10年以上前に発生したと推定される崩壊を示し、新しい崩壊と

は、10年前以降の崩壊地を意味する（表2-10、図2-9参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5)湧水 

調査斜面上の湧水状況を示し、以下の分類に従い、該当する湧水状況の番号を記入する（表 2-11

参照）。なお、複数の状況がある場合には若い番号を記入する。 

 

6)対策工 

調査斜面に対策工のある場合、対策工の現況を、対策工の異常あり、異常なしについて該当する

番号を記入する。なお、対策工がない場合は、空欄とする（表 2-12 参照）。 

ここで、対策工に異常があるとは、以下に示す状況などを示す。 

1) のり枠などの、中詰材が抜け出ている状況。 

2) 対策工にクラック、滑動などが見られる状況。 

表 2-9 伐採根の状況 

図 2-9 崩壊発生位置 

表 2-11 湧 水 

表 2-10 調査斜面および隣接斜面の崩壊履歴と状況 
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Ａ

Ｂ

Ｃ掘削部

対策工

掘削高

利用状況調査地点

Ａ～Ａ断面

利用状況調査地点

Ｂ～Ｂ断面

1 : 尾　根

2 : 台　地

利用状況調査地点

ＢＡ

ＢＡ

 

 

7)対策工上部の状況 

調査斜面に対策工がある場合、対策工の上部の状況に

ついて、対策工より上部斜面の安定度を、切り取り高さ

により該当する番号を記入する。なお、対策工がない場

合は、空欄とする（表2-13、図2-10参照）。 

 

 

8)斜面上部の土地利用状況 

調査斜面上における上部の土地利用状 

況を示す。斜面上部の地形を尾根・台地 

に、その利用状況を道路・水路・池沼・ 

家・農地・山林・その他に分類する。 

図2-2-11に尾根と台地の分輯を示し、 

表2-2-14に利用状況の分類を示す。尾根 

か台地のどちらかに区分し、該当する土 

地利用状況の番号を記入する。 

なお、調査斜面上部に複数の土地利用 

状況がある場合には、若い番号の数字を 

記入する。 

 

 

表 2-12 対策工 

表 2-13 対策工上部の状況 

図 2-10 対策工上部の位置 

表 2-14 斜面上部の土地利用状況 

図 2-11 斜面上部の状態 
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4．調査結果の整理と危険度判定 

現地調査により得られた情報は、所定の調査票（解説）にとりまとめ、斜面の危険

度を判定する。 

 

解 説 

(1) 調査結果の整理 

現地踏査によって得られた情報は、たとえば、表2-15「急傾斜地崩壊危険箇所現地調査表」と図

2-12「調査位置図・写真」として整理する。 

(2) 危険度判定 

危険度判定の方法には、昭和62年の急傾斜地崩壊危険箇所点検要領で実施され「点数法による

危険度判定基準」と平成4年に実施された「ファジィ理論を用いた斜面危険度評価法」の2種類が

ある。 

点数法による危険度判定基準を表2-16に示すが、この方法の利点は、斜面を観察するだけで誰も

が容易に、かつ直ちに判定のランクを知ることができる点にある。一方、斜面の高さが判定の大き

な割合を占めたり、オーバーハングと崩壊の有無の3要素でほぼ危険度ランクが決定するため、地

域性や地質状況がほとんど反映されないという欠点もあった。 

ファジィ理論を用いた斜面危険度評価法は、その理論と計算方法が「新・斜面崩壊防止工事の設

計と実例 参考編」に示されている。その方法の要約は以下のとおりである。 

「斜面崩壊のように種々の要因が相互に関与し合って発生する現象に対して、経験者がその危険

度を判定する場合、斜面高さ、遷急線の有無、横断形状といった諸要因を個々に組み合わせながら

過去の経験と照合させて判断している。ファジィ理論を用いた斜面崩壊危険度判定手法は、この斜

面調査専門家の思考過程をもとに、人間の主観的判断に基づくあいまいな情報からファジィ理論を

用いて解析を行うことにより斜面崩壊の危険度を定量的に算出できる手法である。」 
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表 2-15 急傾斜地崩壊危険箇所現地調査表 
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図 2-12 現地調査位置図 
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表 2-16 急傾斜地崩壊危険区域危険度判定基準 
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第 3節 斜面カルテ作成要領の解説 

 「斜面カルテ作成要領 斜面カルテ作成要領の解説 （財）砂防フロンティア整備推進機構  

平成１０年６月」より抜粋 

 

 

1.斜面カルテの目的 

  

急傾斜地や地すべりなどの崩壊による土砂災害から、地域住民の生命を保護するためには、

日頃から斜面状況の巡視・点検を行い、斜面や周辺の様々な情報を整理・分析するなど、斜面

に関する適切な情報管理が重要である。このため国及び都道府県は急傾斜地崩壊危険区域や地

すべり防止区域を指定するとともに、急傾斜地崩壊危険箇所や地すべり危険箇所の調査を行い、

これらの内容を把握し、またこれらの危険箇所の周知など、警戒避難体制の確立に資する施策

を実施してきた。危険箇所調査においては、おおむね 5年ごとに実施しているが、その際調査

した対象箇所の斜面状況については、危険箇所調査以降は時系列的な調査が行われておらず、

急傾斜地や地すべりの変化の状況が把握されていない現状である。 

このようなことから、今後災害防止に役立てるため、急傾斜地崩壊危険箇所や地すべり危険

箇所について、当該斜面の状況についてコンパクトに整理した「斜面カルテ」を作成し、適切

に運用し、日常における斜面の管理の充実を図るとともに、斜面崩壊などの土砂災害に対し、

迅速に対応できるよう備えるものである。 
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2.斜面カルテの作成 

 

がけ崩れや地すべりの発生の恐れのある危険な斜面の適切な管理は、正確に斜面の現状を把

握することに始まる。このため現在全国的に危険箇所の調査・点検を行って斜面に関する情報

の把握につとめているところである。斜面カルテはこれらの調査・点検結果をもとに斜面に関

する情報をコンパクトにまとめ、斜面の安全性のチェックを行うなど斜面を日常的に管理する

ものである。 

斜面カルテは次の二種類により構成される。まず斜面の安全性をチェックするための最小限

の基礎的なデータを記入する「斜面カルテ１」、および現地において斜面の点検あるいは調査

時に基礎的なデータとの違いを自由に記載できる「斜面カルテ２～４」である。 

斜面カルテは、初期段階のカルテとしてはこれまでの各種データ、急傾斜地崩壊危険区域台

帳並びに地すべり防止区域台帳、急傾斜地崩壊危険箇所点検結果、地すべり危険箇所点検結果

などを用いて作成する。これらの記載データは常にこのカルテを用いてその後調査した最新の

データによって更新し、斜面などの巡視・点検などの実施により精度を上げていく。 
  
 
 

 
急傾斜地斜面カルテ          急傾斜地崩壊危険区域 

斜面カルテ                      急傾斜地崩壊危険箇所 
地すべり斜面カルテ          地すべり防止区域 
                  地すべり危険箇所 

 
斜面カルテの対象となる斜面 
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斜
面
カ
ル
テ
の
更
新 

斜
面
カ
ル
テ
の
更
新 

安全 

危険 

 

 
斜面カルテ運用・更新フロー図 

 

斜面カルテの作成 
（初期段階） 

斜面カルテの 
調製・保管 

斜面カルテを用いた 
巡視・点検 

建設省 
都道府県 
市町村 
ボランティア 
（情報提供） 
地域住民 
（情報提供） 

など 

建設省 
都道府県 

建設省 
都道府県 
市町村 

詳細な調査・解析 

対策工事 

斜面カルテ 
の 

情報分析 

建設省 
都道府県 
市町村 

データ整理 
建設省 
都道府県 

建設省 
都道府県 
土地所有者など 

 ：当要領の対象 
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斜面カルテの記入方法 

 

斜面カルテ 4 

（写真） 

 

斜面カルテ 3 

（自由記載） 

 

斜面カルテ 2 

 

 

斜面カルテ 1 

 

 

表  紙 

 

机 
 
 
 
 

上 

現 
 
 
 
 

場 

 
 

斜面カルテ 4 

 
 

斜面カルテ 3 

斜面カルテ 2 

台帳などを用い位置が

わかる地図を貼り付け

る。

斜面カルテ 1 

危険箇所点検結果、区域

台帳などを用いて記入

する。

 
表  紙 

 
 あらかじめ作成しておく 

現地において 

斜面カルテ 1 お

よび 2 の内容が

異なっている部

分が確認されれ

ば修正する 

現地調査 
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3.急傾斜地斜面カルテ 

 

急傾斜地崩壊危険区域および急傾斜地崩壊危険箇所のカルテ（以後、「急傾斜地斜面カルテ」

と呼ぶ）は、次の二種類より構成される。まず急傾斜地斜面の安全性をチェックするための基

礎的なデータを過去の調査結果を用いて記入する「急傾斜地斜面カルテ 1」。次に斜面の点検

あるいは調査時に基礎的なデータとの違いを記載する「急傾斜地斜面カルテ 2～4」。 

「急傾斜地斜面カルテ 1」は、急傾斜地崩壊危険箇所の点検結果などのデータを用いてあら

かじめ作成しておき、現地調査の基礎データとする。 

「急傾斜地斜面カルテ 2～4」は、現地で調査を行ったデータを記載する。 

これらの記入要領を以下に示す。 

 

 

3－1.表紙 

 

「箇 所 番 号」：急傾斜地崩壊危険箇所番号を記入する。 

「箇 所 名」：斜面あるいは地区の呼称を記入する。 

「所 在 地」：斜面の所在地を字まで記入する。 

「調査年月日」：年月日を記入する。 

「斜 面 状 況」：該当するものに○印をする。 

 

 

3－2.急傾斜地斜面カルテ 1（様式 S－1） 

「急傾斜地斜面カルテ 1」は、急傾斜地崩壊危険箇所の点検結果などを用いてあらかじめ

作成する。 

 

1)急傾斜地斜面カルテ 1の上段右枠 

「都 道 府 県」：都道府県名を記入する。 
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2)「斜面の位置」 

「箇 所 名」：斜面あるいは地区の呼称を記入する。 

「箇 所 番 号」：急傾斜地崩壊危険箇所番号を記入する。 

「所 在 地」：斜面の所在地を字まで記入する。 

  

3)「指定概要」 

本欄は、急傾斜地崩壊危険区域についてのみ記入する。 

「指定年月日」：指定年月日を記入する。 

「公 示 番 号」：指定公示番号を記入する。 

「斜 面 区 分」：「自然」、「人工」の該当するものに○印をする。 
「指 定 面 積」：急傾斜地崩壊危険区域の面積を記入する。（ ）内には誘発助長区域の

面積を記入する。 
 

4)「斜面の状況」 

「地 形 概 要」：「高さ」 崩壊の予測される高さを記入する。 
「延長」 当該斜面の幅を記入する。 
「勾配」 のり尻から自然傾斜変換点を結んだ線が水平となす角度。 
「その他」上記項目外で必要な事項を記入する。 

「横 断 形 状」：該当するものに○印をする。 
「遷急･遷緩線」：遷急・遷緩とは、斜面上方から見て斜面の勾配が急に変化することをい

う。遷急・遷緩のどちらか該当するものに、またその状況の「有」、「無」、

「不明」の該当するものに○印をする。 
「植生の種類」：該当するものに○印をする。 
「伐採根の状況」：該当するものに○印をする。また、特記すべき事項を記入する。 
「湧水の状況」：該当するものに○印をする。また、特記すべき事項を記入する。 

 
5)「地質・土質」  

「表土の厚さ」：表面の腐植土、有機質土、風化土をさし、表土下にルーズな崩積土など

があればそれも含む厚さを記入する。 
「岩盤の亀裂」：該当するものに○印をする。また、特記すべき事項を記入する。 
「地表の状況」：該当するものに○印をする。また、特記すべき事項を記入する。 
「地盤の状況」：該当するものに○印をする。また、特記すべき事項を記入する。 
「断層破砕帯」：該当するものに○印をする。また、特記すべき事項を記入する。 
 

6)「保全対象」  

「人 家 戸 数」：被害想定区域内の人家戸数をいい、戸建て棟数で記入する。 
アパートなどは世帯数を棟数とする。 

「公共的建物」：官公署、学校、病院、旅館、駅などの公共的建物の棟数を記入する。 
「その他の建物」：公共的建物以外の建物に棟数を記入する。 
「公 共 施 設」：道路、鉄道、河川などの種類、延長などを記入する。 
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7)「隣接斜面の状況」  

「崩壊の状況」：該当するものに○印をする。 

「その他の状況」：隣接斜面における特記すべき事項を記入する。 

 

8)「点検・調査」  

カルテ記入に使用した資料の調査年度、調査の種類などを記入する。 

 

9)「災害履歴など」  

「発生年月日」：災害の原因となった気象情報・被害状況、災害発生の兆候、斜面の変状

経過、災害形態、対応した事業および対策後の経過を記入する。 

「災 害 形 態」：落石崩壊の場合は「落」、土砂崩壊の場合は「土」、岩盤崩壊の場合「岩」、

その他の場合は「他」とし該当するものに○印をする。 

 

10)「対策工事」  

当該斜面の急傾斜地崩壊防止施設の工種、形状寸法、施工年度などを記入する。 

 

11)「その他の情報」  

「都市計画区域」：該当するものに○印をする。 

「用 途 地 域」：当該斜面に係わる用途地域名を記入する。 

「他規制区域」：当該斜面に係わるその他の規制区域名を記入する。 

「   他   」：特記すべき事項を記入する。 

「事 務 所」：斜面を管轄する（当該斜面カルテを作成した）事務所名を記入する。 

「作成年月日」：斜面カルテを作成した年月日を記入する。 

「箇 所 番 号」：急傾斜地崩壊危険箇所番号を記入する。 

「箇 所 名」：斜面あるいは地区の呼称を記入する。 

 

 

3－3.急傾斜地斜面カルテ 2（様式 S－2） 

当該箇所の位置図を急傾斜地崩壊危険区域台帳、急傾斜地崩壊危険箇所の点検結果などか

ら複写して貼り付ける。 

 

1)斜面カルテ枠外 

「箇所番号」「箇所名」を記載する。 
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3－4.急傾斜地斜面カルテ 3（様式 S－3） 

(現地調査時に記載) 

現地において調査した斜面の状況などを記載する。 

 

1)斜面カルテ枠外 

「箇所番号」「箇所名」を記載する。 

 

2)「調査結果など」「斜面状況のスケッチなど」 

斜面の状況に変化がみられる場合その状況を記載する。 

 

 

「急傾斜地斜面カルテ 1」に記入されたデータと現地斜面との相異について、文章または

図で記載する。目視による斜面や構造物などの変状及び住民などへの聞き取りなどの内容を

記載する。 

 

① 目視などによる斜面及び構造物の点検 
斜面及び構造物などを点検し、変状などの状況を文章又はスケッチなどで記載する。 

 
斜面点検のポイント 

 
○ 斜面状況の変化 
・新たな崩壊などの発生による地形の変状 
・植生の変化 

○ 地下水などの変化 
・湧水の状況など 

○ 保全対象の変化 
○ 構造物の変状 
○ 周辺状況の変化 
・開発状況など 
 

 
② 聞き取り 
斜面や構造物などの変状などについて、住民などからの情報を記載する。 

 
 
3－5.急傾斜地斜面カルテ 4（様式 S－4） 

斜面の変状を示す写真を貼り付け、撮影時期、撮影場所およびコメントなどを記載する。 
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第 4節 急傾斜地崩壊対策事業の費用便益分析マニュアル（案） 

 「急傾斜地崩壊対策事業の費用便益分析マニュアル（案） 建設省河川局砂防部 平成１２年

１月」より抜粋 

 

1.急傾斜地崩壊対策事業に関する費用便益分析の基本的な考え方 

 

急傾斜地崩壊対策事業に関する費用便益分析は、擁壁工や排水施設などの急傾斜地崩壊防止

施設の整備によってもたらされる経済的な便益を計測することを目的に実施されるものである。 

急傾斜地崩壊防止施設の整備による便益は、斜面の崩壊などによって生じる人的被害や直接的

または間接的な資産被害を軽減することによって生じる可処分所得の増加（便益）、がけ崩れ災害

が減少することによる土地利用可能地拡大効果・産業立地進行効果に伴う便益、災害安全度の向

上に伴う精神的な安心感（以下、安心感向上効果と称す）などがあり（図-1 参照）、急傾斜地崩

壊防止施設は社会経済活動を支える安全基盤として重要な施設であることがわかる。 

しかしながら、各々の効果を整備すると図-1 に示したすべての効果は、急傾斜地崩壊防止施設

の整備のみによる効果だけで発揮されるわけではなく（例えば、土地利用可能地拡大効果や産業

立地進行効果などは、他の社会資本整備が伴わないと達成が困難である）、各々の効果の特性を踏

まえた上で便益を計測する必要がある。 

急傾斜地崩壊対策事業の効果は、各々の特性を踏まえ、二重計算することなく各々の効果を貨

幣換算しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

急傾斜地崩壊対

策事業の効果 

直接的な被害軽減効果 

間接的な被害軽減効果 

地域経済等に及ぶ効果 

人命保護効果 
家屋被害の軽減効果 
公共・公益施設被害軽減効果 
生産施設被害軽減効果 
耕地被害の軽減効果 

機能低下被害軽減効果 
交通途絶被害軽減効果 

安心感向上効果 
土地利用高度化効果 
土地利用可能地拡大効果 
産業立地進行効果 
定住人口維持効果 
地価に及ぼす影響効果 

図-1 急傾斜地崩壊対策事業の効果 
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表-1 急傾斜地崩壊対策事業の効果 
事業効果名 項   目 概   要 

人命保護効果 被害区域内の人命を保護する効果 

家屋被害の軽減効果 被害区域の家屋・家庭用品に係る被害を軽減する効果

公共・公益施設被害軽減効果 被害区域の公共・公益施設に係る被害を軽減する効果

生涯施設被害軽減効果 
被害区域内の農漁業及び事業生産施設に係る被害を軽

減する効果 

直接的な被害軽減効果 

耕地被害の軽減効果 被害区域内の農業生産に係る被害を軽減する効果 

機能低下被害軽減効果 
被害により、生産施設の生涯機能が一時的に停止する

ことによって発生する損失を軽減する効果 
間接的な被害軽減効果 

交通途絶被害軽減効果 
被害区域内の主要交通施設が利用できなくなることに

よる迂回の経費の増加分を軽減する効果 

安心感向上効果 土砂災害に対する地域住民の不安感を抑制する効果 

土地利用高度化効果 

急傾斜地崩壊対策事業により地域の安定性が高まり、

土地生産性の向上や耕地の宅地化など土地利用が高度

化する効果 

土地利用可能地拡大効果 
急傾斜地崩壊対策事業によって新たに利用可能地が拡

大する効果 

産業立地進行効果 

急傾斜地崩壊対策事業により地域の安全性が高まり土

地の利用増進に伴って、新たな産業の立地が促進・進

行される効果 

定住人口維持効果 

急傾斜地崩壊対策事業により継続した雇用機会が生ま

れることによって定住人口は維持され、この結果コミ

ュニティの維持、税などの歳入の維持など地域社会を

支える効果となる 

地域経済などに及ぶ効

果 

地価に及ぼす影響効果 
地域の安全性を高めることによって、地域の資産価値

を高める効果 

 
従来の急傾斜地崩壊対策事業の便益は、治水経済調査要網の考え方を基本に人命・家屋・公

共施設などへの被害軽減効果が中心であり、安心感向上効果などをその他の効果は、効果項目

として挙げていたものの、実際の評価は見送っていた。一方近年では、公共事業の経済効果分

析に関する検討が多くなされ、事業の直接的な効果だけでなく、副次的に発生する様々な効果

の評価手法が確立されてきている。 

また、最近では国民のコスト意識の高まり、ニーズの多様化・高度化などを背景に、公共事

業においては、投資効果に見合った効果が得られていないなどの批判・指摘がなされている。

これに対し建設省は「社会資本整備に係わる費用対効果分析に関する統一的運用指針（案）」（平

成 10 年 6 月）を策定し、公共事業の費用対効果など事業の実施に関する情報を公開し、透明化
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に努めている。 

 

このような状況の下、本節では、急傾斜地崩壊対策事業の事業効果を幅広く評価することを

目的に、二重計算することなく貨幣換算するための費用便益分析の計測手法を示したものであ

る。 

なお、本節は、以下の条件で費用便益分析を実施するものとする。 

(1) 費用便益分析の前提 

①国民経済的な観点から費用便益分析は、基本的に事業を実施した場合と実施しない場合と

の便益、費用の差を算定し、分析するものである。通常公共事業などの実施した場合、その

公共事業の実施により、その地域の産業・土地利用・人口集積などの面で何らかの変化が起

ることが予想される。しかし、その効果を算定することは困難なため、変化については考慮

しないものとする。 

②本節では、図-1 に示した急傾斜地崩壊対策事業の効果のうち、定量的な計測が可能である

被害軽減効果及び安心感向上効果を対象としてその便益を算定するものとする。 

なお、安心感向上効果は、急傾斜地崩壊対策事業の最も重要な効果の 1つである。安心感

向上効果による便益を算定するためには、CVM などにより支払い意思額（WTP）を調査する必

要がある。しかし、急傾斜地崩壊対策事業を対象とした支払い意思額の調査は 1事例しかな

いこと、また支払い意思額の原単位化は調査の蓄積を必要とすることから、当面は人命保護

効果を急傾斜地崩壊対策事業の便益として計上するものとする。 

ただし、今後実施される急傾斜地対策事業を対象に支払い意思額の調査が実施された場合、

あるいは支払い意思額の原単位が設定された場合には、安心感向上効果を便益として計上す

るものとする。 

 

(2) 算定する便益とその手法 

1)被害軽減効果は、代替法により便益を算定するものとする。 

2)安心感向上効果は CVM などにより支払い意思額（WTP）を調査し、便益を算定するものとす

る。ただし、CVM 調査を実施しない場合には、代替法によって人命保護効果を便益として

計上してもよい。 

 

(3) 費用の算定 

費用は、費用便益分析の対象となる斜面で実施される事業費とする。 

 

(4) 費用便益分析手法 

費用便益分析手法は、現在価値法（NPV 法）及び費用便益比法（CBR 法）により行う。 

 

(5) 対象とする現象 

計画規模およびそれ以下の降雨によって発生が危惧されるがけ崩れ災害とする。 
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2.費用便益分析の課題 

 

(1) 被害軽減効果 

被害軽減効果の便益算定にあたっては、幾つかの想定が必要である。 

その一つは、がけ崩れ災害の発生規模と頻度の設定である。 

がけ崩れは降雨や地下水の変動などを誘因とする自然現象であり、同様の誘因が発生した場

合であっても地形や地質の素因の違いにより、発生規模や頻度は大きく異なる。 

がけ崩れ災害の発生規模と頻度との関係を評価するための手段には、斜面をモデル化し数値

シミュレーションなどによって評価する方法が考えられる。しかしながら、現在までに得られ

た降雨などの誘因とその発生規模などの資料をもとに解析を行う場合には、がけ崩れの発生に

関わる土質定数（透水係数、内部摩擦角、粘着力）を代表値でシミュレートせざるを得ず、実

際に発生した土砂移動現象と異なることがあり得る。 

さらにがけ崩れは、通常であればがけ高の 2 倍の範囲（最長で 50m）で停止するが、斜面長

が長いなどの条件下では、崩土は流動化し、がけ高の 2倍の範囲を超えて停止する場合もある。

このような場合にも、想定したがけ崩れ災害の規模は実際に発生したがけ崩れ災害の規模と異

なることとなる。 

以上のように、がけ崩れ災害は発生規模と頻度を設定することが極めて困難であり、河川の

ように降雨の規模に応じて洪水の規模が定まり、従って被害の規模も決められるという現象で

はない。このようながけ崩れの災害特性から、従来がけ崩れ対策では、災害発生確率、あるい

は被害規模の想定することは行ってきておらず、経験的に得られている最大規模程度の被害想

定区域を想定して対策を行っていた。 

2 つ目は、被害率の設定である。 

がけ崩れによる被害は、数値シミュレーションなどを利用して崩土の運動速度と保全対象の

分布状況との関係から想定すべきであるが、解析に必要となる情報の蓄積が少なく、現在のと

ころ他の土砂災害での被害率から想定せざるを得ない。 

3 つ目は、がけ崩れ災害によって影響を受ける資産の想定である。 

がけ崩れが頻繁に発生した場合には、資産はしばしば壊滅的な被害を受け、安心した生活を

営むことが困難な状態となり、住民は移転せざるを得ない状況になると考えられる。仮に中山

間地域では居住空間となる平地が限られているなどの理由から、再度災害履歴のある場所に住

居を構えざるを得ないとしても、被災した資産が直ちに復旧することは考えにくい。しかしな

がら、現在のところ、家屋などの移転や資産の復旧速度を考慮した資産評価を行うことは困難

であり、本マニュアル（案）では現状の資産は評価期間内に変化しないものと考えている。 

急傾斜地崩壊対策事業の被害軽減便益の算定は、実現象と対応した発生規模と頻度を設定し、

地域特性などを考慮した被害率や資産分布から被害額を求め、それらの期待値を積分して年便

益として計上することが求められる。しかしながら、現状でこれを行うことは困難かつ繁雑で

ある。 

本マニュアル（案）では計画規模を最大規模として、発生確率年に対応した被害の想定は現

在の知見をもって推測し、被害軽減効果を期待値化している。そのためがけ崩れ災害が、想定

した発生確率と対応した被害となるのか、あるいは事業を実施しなかった場合に想定される状
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況として適正な資産の評価を行っているのかは議論の余地があり、このあたりの解明が今後よ

り一層求められる。 

 

(2) 安心感向上効果 

安心感向上効果は、CVM などによって得られた支払い意思額（WTP）を利用して評価すること

ととしているが、これまでに急傾斜地崩壊対策事業を対象とした支払い意思額の調査は 1事例

のみである。 

そのため、急傾斜地崩壊対策事業における安心感向上効果を便益として計測するためには、

事業箇所ごとに CVM などによって支払い意思額を設定するか、支払い意思額に係わる調査の蓄

積を待って原単位化を行い、安心感向上便益を算定しなければならない。 

安心感向上効果は、急傾斜地崩壊対策事業における重要な効果の 1つであり、これを評価す

るための調査結果の蓄積が求められる。 
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